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保証被害をなくすための保証制度の抜本改正を求める決議

２００９（平成２１）年１１月２８日

全国クレサラ商工ローンヤミ金被害者交流集会 IN 北九州

保証被害は、多重債務被害の大きな原因の１つである。高金利引き下げ、過

剰融資規制を定めた画期的な改正貸金業法の完全施行が目前であるが、保証規

制については残念ながら積み残されたままである。

消費者保証人・第三者保証人は、自らは経済的利益を何ら受けることがない

にも関わらず、主債務者との人間関係・信頼関係等から、保証人となることに

応諾することを余儀なくされ、その結果、主債務者・保証人自身は勿論のこと、

その家族・親族などに対しても深刻かつ悲惨な生活破壊・事業破壊をもたらし

続けてきた。多重債務被害の救済あるいは自殺の予防などのためには、保証人

保護のための保証制度の抜本改正は待ったなしである。現在、法務省において、

民法（債権法）の改正に関する審議が始まったとのことであるが、その要否・

是非はともかく、保証人保護のための保証制度の抜本改正は社会政策として、

民法（債権法）の改正論議を待たずに早急になされなければならない。

借主の返済能力を調査し、その返済能力の範囲内でのみ信用を付与すること

が原則となるサラ金・クレジットなど消費者信用においてはそもそも保証契約

自体禁止されるべきである。また中小零細事業者向け融資であっても、事業経

営に主体的に関与しない第三者の保証についても同様である。安心・安全な金

融は借主の資力・返済能力を十分吟味した上で、借主の生活や事業を破綻しな

い範囲内で行われるべきだからである。

もっとも中小零細事業者向け融資等において事業経営者等を保証人として求

めることが合理的であるとされる場合もあろう。しかし、その場合においても

保証人保護の観点から下記の規定が定められるべきである。

記

１．保証契約の締結にあたっては、貸主が保証人の返済能力に比して過大な責

任を負わせないような法的義務があることを明記するとともに、これに違

反するとき保証契約の無効及び損害賠償請求権を定めること。

２．保証契約の締結にあたっては、主債務者の返済能力等の情報を提供しつつ、

そのリスクを明確かつ詳細に説明し、保証人が全責任を負う事態について

の十分な理解を得させ、それを承知の上でなお保証をするのか否かを確認

することを義務づけること。

３．保証人の切迫、無思慮、軽率、異常な精神状態、知識・経験不足あるいは
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「断りにくい」立場にあるといった主債務者との人的関係等という状況を

濫用して、保証契約を締結し、あるいは、保証引受契約を締結させてはな

らないこと。

４．保証契約においては契約締結後相当期間内における解約権を設けること。

５．貸主は主債務者の返済状況を定期的に保証人に報告する義務を負うこと。

また、貸主は主たる債務の履行が遅滞した場合には、その旨を直ちに保証

人に通知しなければならないこと。

６．主たる債務に分割払いの定めがある場合においては、保証人に期限の利益

を維持する機会を与えること。

７．根保証契約においては、主債務者の資産状態が急激に悪化するなど、根保

証契約締結の際に予測しえなかった特別の事情が生じた場合には特別解約

権を認めること。また貸主が特別の事情を認識し、または認識し得た後の

貸付については保証責任を負わないこと。

８．複数保証人が存する場合は当然に分別の利益を認めること。

なお、バブル経済崩壊後の不良債権処理は、債権回収業者等による不動産担

保処理後の残債務回収の段階に至っているが、そこにおいても主債務者・保証

人の事業や生活を破壊する債権回収行為が今なお継続しているという。銀行・

信用金庫等公的金融機関が自らの過剰融資責任を棚に上げて、それを一方的に

保証人に転嫁する取立行為、とりわけ居住用不動産や給与・生命保険等生活・

生存を維持するために不可欠な資産に対する強制執行等を制限する緊急救済立

法も必要であることを確認する。
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